
（ 経 営 資 源 活 用 の 共 同 化 に 関 す る 事 項 の 証 明 の 申 請 ） （ 経 営 資 源 活 用 の 共 同 化 に 関 す る 事 項 の 証 明 の 申 請 ）

第 四 条 ﹇ 略 ﹈ 第 四 条 ﹇ 略 ﹈

２ 経 営 資 源 活 用 共 同 化 推 進 事 業 者 は 、 前 項 の 規 定 に よ る 証 明 を 受 け た 場 合 で あ っ て 、 前 条 第 一

項 第 一 号 の 事 業 活 動 に よ り 取 得 し た 株 式 を そ の 取 得 の 日 か ら 一 年 以 上 継 続 し て 保 有 す る 場 合 、

当 該 株 式 の 保 有 が 前 項 の 基 準 に 適 合 す る こ と に つ い て 、 毎 年 度 、 経 済 産 業 大 臣 の 証 明 を 受 け る

こ と が で き る 。

２ 経 営 資 源 活 用 共 同 化 推 進 事 業 者 は 、 前 号 の 規 定 に よ る 証 明 を 受 け た 場 合 で あ っ て 、 前 条 第 一

項 第 一 号 の 事 業 活 動 に よ り 取 得 し た 株 式 を そ の 取 得 の 日 か ら 一 年 以 上 継 続 し て 保 有 す る 場 合 、

当 該 株 式 の 保 有 が 前 項 の 基 準 に 適 合 す る こ と に つ い て 、 毎 年 度 、 経 済 産 業 大 臣 の 証 明 を 受 け る

こ と が で き る 。

備 考 表 中 の ﹇ ﹈ の 記 載 は 注 記 で あ る 。

電 気 事 業 託 送 供 給 等 収 支 計 算 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 省 令

電 気 事 業 託 送 供 給 等 収 支 計 算 規 則 （ 平 成 十 八 年 経 済 産 業 省 令 第 二 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。

次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 点 線 を 付 し た 部 分 は 、 こ れ に 順 次 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 の 点 線 を 付 し た 部 分 の よ う に 改 め 、 改 正 前 欄 に 二 重 傍 線 を 付 し た 規 定 で 改 正 後 欄 に こ れ に 対 応

す る も の を 掲 げ て い な い も の は 、 こ れ を 削 り 、 改 正 後 欄 に 二 重 傍 線 を 付 し た 規 定 で 改 正 前 欄 に こ れ に 対 応 す る も の を 掲 げ て い な い も の は 、 こ れ を 加 え る 。

改 正 後 改 正 前

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係）
事業者に係る託送供給等収支配分基準


事業者に係る託送供給等収支配分基準


１．～７． ［略］ １．～７． ［略］
８．６．の規定により作成された送配電部門収支計算書を基に、様式第１第５表により超過利潤
計算書を作成すること。ただし、税引前送配電部門当期純利益（又は税引前送配電部門当期純
損失）については、６．の規定により整理された税引前送配電部門当期純利益（又は税引前送
配電部門当期純損失）に、超過契約額（委任又は請負の契約に係る手続について正当な理由な
く透明性又は公平性が確保されていない場合であって、当該契約について合理的な金額を超え
て支出した場合におけるその超えた部分の額をいう。以下第６表において同じ。）を加算した額
とし、特別損益については、６．の規定により整理された特別利益（インバランス調整に係る


特別利益を除く。


）から６．の規定により整理された特別損失（災害に伴う特別損失及びインバ


ランス調整に係る特別損失


を除く。）を控除した額とすること。

８．６．の規定により作成された送配電部門収支計算書を基に、様式第１第５表により超過利潤
計算書を作成すること。ただし、税引前送配電部門当期純利益（又は税引前送配電部門当期純
損失）については、６．の規定により整理された税引前送配電部門当期純利益（又は税引前送
配電部門当期純損失）に、超過契約額（委任又は請負の契約に係る手続について正当な理由な
く透明性又は公平性が確保されていない場合であって、当該契約について合理的な金額を超え
て支出した場合におけるその超えた部分の額をいう。以下第６表において同じ。）を加算した額
とし、特別損益については、６．の規定により整理された特別利益


から６．の規定により整理

された特別損失（災害に伴う特別損失


を除く。）を控除した額とすること。

９．～13． ［略］ ９．～13． ［略］
14．８．の規定により作成された送配電部門収支計算書を基に、様式第１第11表によりインバラ


ンス等収支計算書


を作成すること。
14．８．の規定により作成された送配電部門収支計算書を基に、様式第１第11表によりインバラ


ンス収支計算書


を作成すること。

令
和

年

月


日
木
曜
日

(号
外
第


号
)

官
報

附 則

１ こ の 省 令 は 、 令 和 四 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

２ 第 二 条 の 規 定 に よ る 改 正 後 の 国 内 外 に お け る 経 営 資 源 活 用 の 共 同 化 に 関 す る 調 査 に 関 す る 省 令 第 三 条 第 一 項 第 一 号 の 規 定 （ 同 号 イ 及 び ロ に 掲 げ る 部 分 を 除 く 。 ） は 、 こ の 省 令 の 施 行 の 日 以 後 に 取 得 す る

株 式 に 係 る 事 業 活 動 の 実 施 の 状 況 に 係 る 経 済 産 業 大 臣 の 証 明 （ 同 令 第 四 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ く 経 済 産 業 大 臣 の 証 明 を い う 。 以 下 こ の 項 に お い て 同 じ 。 ） に つ い て 適 用 し 、 同 日 前 に 取 得 し た 株 式 に 係 る 事

業 活 動 の 実 施 の 状 況 に 係 る 経 済 産 業 大 臣 の 証 明 に つ い て は 、 な お 従 前 の 例 に よ る 。

〇 経 済 産 業 省 令 第 三 十 一 号

電 気 事 業 法 （ 昭 和 三 十 九 年 法 律 第 百 七 十 号 ） 第 二 十 二 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ き 、 電 気 事 業 託 送 供 給 等 収 支 計 算 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 を 次 の よ う に 定 め る 。

令 和 四 年 三 月 三 十 一 日 経 済 産 業 大 臣 萩 生 田 光 一




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